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時間以外は「個別リハビリ、介護職が行うリハ

ビリ、介護予防体操、回想法」を実施している。

　在院日数の短縮化に伴い、まだまだリハビリ

をすれば機能が向上されることが見込まれる方

が早期に退院し、そのまま当施設で受け入れる

ケースが多い。医療処置が必要なままの退院と

なり、本人・家族ともに、不安を感じているケー

スがみられる。近隣には医療依存度の高い利用

者を受け入れる介護施設が少ない。2011 年の全

国のデータ 1）と 2014 年 4 月の当院のデータを比

較すると、当施設では「介護 3」以上の利用者が

多く集まっている傾向が見られた（図 4）。

新規利用者の現状

　急性期病院併設型通所リハビリテーション施

設として、我々は医療依存度の高い重度患者や

地域の事業所では受け入れ困難なケースを積極

的に受け入れている。認知症患者も受入れてい

く方針としている。また、急性期病院からの直

接的な受け入れも行っている。このような受け

入れ体制を整え、通所者やその家族の不安を払

拭するのが我々の役割と考えている。

　更に地域の事業所との連携を強化し、地域全

体の介護の質を上げるようリーダーシップを発

揮することを心がけている。地域の研修会の企

画や当施設への見学・実習受け入れなどを積極

的に行っている。我々は、利用者・家族・地域

を取り込んだ包括的ケアを提供し、認知症予防

や様々な形態のリハビリテーションに取り組ん

でいく方針としている。

きららの役割

　重症度の高い患者を受け入れ、質の高い看護・

リハビリ・介護を提供するための人員をどうやっ

きららの今後の課題

て確保していくか。そして、ベッド 4 床、機械

浴 2 台（寝浴なし）という既存のハード面に対

して、どこまで、どうやって重症度の高い患者

を受け入れるかを考えていく必要がある。また、

急性期患者の受け入れに際して、全スタッフは

常に新しい医療専門知識を取り込んでいくこと

が必須となっているので、研修体制の確立を図っ

ていくことが大切と考えている。

　今後急速に増加が見込まれる高齢者をどのよ

うにみていくかは国全体の課題となっている。

国の方針に沿って、急性期病院併設型通所リハ

ビリテーションであるきららは、地域包括ケア

の実現に向け、医療・福祉・介護全ての分野と

連携を図りながら、可能な限り急性期患者を受

け入れていく方針としている。また、病院完結

型から在宅完結型へ移行している現在の医療シ

ステムに沿った機能を発揮できるように、きら

らの職員の技能向上を図っていくことに努めて

いきたい。

結　語
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　図 1　きららの屋内

　図 2　利用者の年齢分布

　図 3　医療処置を有する通所者の利用状況　（2014 年 4 月 7 日～ 2014 年 4 月 12 日）
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　図 4　全国他施設平均（2011）と当施設（2013）の介護度の比較
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MRI の安全性について

　MRI 装置は現在、多くの病院で稼働しており、画像診断において重要な役割を担ってい

る。放射線被ばくがないなど、多くの利点が挙げられるが、強力な磁場を使用しているため、

強磁性体の持ち込みによる、吸着事故というリスクも注意しなければならない。最近では、

3.0TMRI が普及し、高磁場化が進んでおり、更に注意が必要となる。吸着事故などのリスク

を回避するには、放射線技師をはじめ、他職種の職員にも MRI の危険性と安全性の知識の

共有が必要となってくる。

川合　信也・水谷　弘二

　当院では、2013 年 10 月よりフィリップス社製

3T（テスラ）MRI「INGENIA」が稼動し、現在

3 台の MRI 装置が稼動している。検査数も年々

増加しており、昨年度は 15,660 件撮影し、その

内、日当直帯では 558 件撮影した。MRI は、急

性期脳梗塞の診断に有用であり、救急医療にお

いて撮影頻度が高くなっている。しかしながら、

MRI 装置は静磁場、傾斜磁場、ラジオ波（RF）

に起因する様々な効果が考えられ、安全性に関

しての配慮が必要である 1）。今回、MRI の危険

性と安全性を紹介し周知し、事故のない安全な

MRI 運用を目指したので報告する。

はじめに

放射線技術科　

キーワード：MRI　安全管理

安全管理におけるMRI の 3 大特性

　MRI 装置は、静磁場に関わるマグネット、傾

斜磁場に関わるグラディエントコイル、RF 波（ラ

ジオ波）に関わるボディコイルの 3 層構造になっ

ている。放射線は使用せず、磁場を用いて人体

の中の水素の原子核（プロトン）の挙動を画像化

MRI 装置の構成

しているので、放射線被ばくはない。しかし、常

時磁場が発生しているため、撮影していない時で

も撮影室の立ち入りには細心の注意が必要であ

る。

①磁場の力学的作用：安全管理上、最も重要な

のは静磁場による力学的作用となる。これは、

MRI 室内の持ち込まれた強磁性体（酸素ボン

ベ・車椅子・支柱など）が、磁場に強く引きつ

けられてマグネットの向かって飛んでいく現象

である。特にこの現象をミサイル効果といい、

アメリカでは引きつけられた酸素ボンベが被験

者にあたり、死亡事故が起こっている 2）3）。3.0T

は 1.5T の 3 倍の吸着力になり、検査室への

磁性体の持ち込みは大変危険である。また、

マグネットは非常に協力で、いったん吸着され

た車椅子やストレッチャーは人の力で引き離す

ことはできない。図 1 に撮影装置に吸着され

た車いすの事例を示す。磁場を弱めて離すこと

になるので、数日検査機器が使用不可能となっ

てしまう。

②斜磁場による神経刺激：MRI の画像は傾斜磁

場によって、磁場を変化させることで、スライ
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ス厚や位置に決めている。磁場が時間的に変

化すると、誘導起電力が発生し、手足の指先

がピリピリする末梢神経刺激が、発生するこ

とがある。1.5T はほとんどなく、3.0T で稀に

出現する。撮影時は、傾斜磁場コイルの ON・

OFF の切り替えによって騒音が発生する。

③ RF 波による発熱：MRI の画像は RF 波を人

体に照射し、プロトンを挙動させ、帰ってくる

信号を受信し、画像化している。RF 波を照

射すると、体が温かく感じることがある。RF

波に関する安全管理は、厚生労働省の定める

SAR（Specific Abortion Rate）で管理され

ている。SAR とは、患者が吸収する熱エネル

ギーを単位重量あたりで示す値で、これを抑

制するために患者に対する RF 出力を制限する

ことがある。特に 3.0T は発熱の可能性も高い

ので、SAR の制限内での撮影が必要となり、

RF 出力の調整に時間をかけている。

結　語

参考文献

　体内埋め込み機器をもつ患者への注意：ペー

スメーカーや人工内耳を装着されている方は、撮

影できない。しかし、MRI 対応可能のペースメー

カーでは、医師と ME の立会いの下、撮影可能

となっている。

　磁性体の持ち込み禁止：凶器となる磁性体、

すなわち、酸素ボンベ、車椅子、ストレッチャー、

支柱などである。

　使用できなくなるもの：強い磁場に暴露された

結果、使用出来なくなる機器がある。時計、携

帯電話、キャッシュカードなどが挙げられる。

　アーチファクトとなるもの：ヘアピン、イヤリング、

カイロ、入れ歯などが挙げられる。

　体内金属の材質確認：体内金属については、

添付文書での確認が非常に有効となる。

持ち込み禁止・禁忌事項

　MRI は被ばくもなく安全で、画像診断に優れ

ている装置である。しかし、注意を怠ると大事

故につながることがある。MRI 装置を安全に運

用するためには、MRI 周辺で業務を行う職員に

禁止・禁忌事項を周知し、検査技師は検査可能

な患者か否か確かめると共に、MRI 室に入室す

る際は再度身につけている物の確認を行うこと

が重要である。

1）宮地利明 . MRI の安全性 . 日放線技会誌

2003:59:1508-1516.

2）ECRI hazard report. Patient death illustrates 

the importance of adhering to safety precautions 

in magnetic resonance environments. Health 

Devices 2001:30:311-314. 

3）Chaljub G, Kramer LA, Johnson RF 3rd, et 

al. Projectile cylinder accidents resulting from 

the presence of ferromagnetic nitrous oxide or 

oxygen tanks in the MR suite. Am J Roentgenol, 

2001:177:27-30. 

　図 1　MRI 撮影装置に吸着された車いす（当院事例）
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病院機能評価からみた、当院のさらなる取り組みと課題
−自己評価をかえりみて−

病院長　　山本　直人

　当院は平成 20 年度から約 2 年間の基本構想

をへて、平成 22 年度に大型施設整備に取り組み、

全体施設整備終了は平成 28 年までとなるものの、

病院機能に関しては本年平成 27 年 2 月で竣工を

迎える事となる。「コンパクト、高機能、次世代型」

のコンセプトのもと設計された、新しい病院に、

息吹きを吹き込み、急性期のモデルとして、新し

い海南医療モデルを発信すべく、日本医療機能

評価機構の第三世代 Ver.1.0 の解説集を読み込

み、自己評価により、今後当院のさらなる取り組

みと課題をまとめてみたい。また、安全でより質

の高く、患者に寄り添う医療提供のための提言も

まじえて、本稿を改善のきっかけとしていただけ

れば、幸いである。

はじめに 結果および考察

　日本医療機能評価機構の病院機能評価解説

集、一般病院 21）をもとに、当院の現況を自己

評価した。なお、現在の第三世代 Ver1.0 では、

4 つの領域に分類されており、第一領域；患者中

心の医療の推進、第二領域；良質な医療の実践

1（以前のヴァージョンのいわゆる病棟でのケアプ

ロセス、ただし新しいヴァージョンでは評価は、

やはり病棟でのケアプロセスではあるが方法は大

幅に変更となり、代表症例の外来受診から入院

そして退院までの経過を追跡する症例トレース方

式となる）、第三領域；良質な医療の実践 2、第

四領域；理念達成に向けた組織運営となる。今

回はおもに、第一領域、第四領域を重点自己評

価として、一部、第 2 領域である、病棟でのプロ

セスも考慮した。

方　法

自己評価結果とさらなる取り組みへの課題と提言

　自己評価を通して感じたことは、当院として、

おおむね適切な対応と良質な医療の提供がなされ

ているものと思われる。

　近年の医療提供のあり方として、当然といえば

まことにそうであるが、医療安全と医療関連感染

制御を、大きな 2 本の柱として、患者中心の多職

種連携のチーム医療がいかに展開されているかと

いうプロセスが問われる。当院では、この 2 本

の柱に関しては、実働として医療安全管理室と、

ICT（インフェクションコントロールチーム）が存在

し、尚かつ、調査、提言、指針などに関して、か

なりの権限が病院長から委譲されていることは重

要な事と考える。最終的な判断は、このチームと

病院長との協議のもと決定され、病院危機管理

がマネージメントされるものと思われる。

　患者中心のチーム医療という観点からは、やは

り、理念につづく基本方針と患者の権利の明文

化と定期的な見直し検討が必要であろう。（基本

的に理念はそれほど変える必要はないと考える）。

まず、以下は当院の基本方針の 7 項目である。

1．医の倫理をしっかり見据え、和を大切に、

心ある医療を実践します。

2．患者さんとの信頼関係を築き、納得いた

だける患者参画型医療をめざします。

3．たゆみない研鑚を重ね、質の高い、安全

で安心な医療を提供します。

4．地域における病院の役割を自覚し、連携

医療体制を確立します。

5．個人情報を保護しつつ、病院をより理解し

ていただくため情報開示に努めます。

〔海南病院学術雑誌　第 1 巻　第 1 号  64-66 頁　2015.5〕



− 65−

6．高い専門性と豊かな人間性をもつ医療人

を育て、活力ある職場環境を醸成します。

7．地域医療を担い守るため、効率的な病院

運営に努め、経営の安定を図ります。

8．医療・保健・福祉活動を基盤とし、健全

な地域社会発展に貢献します。

　項目別にみた場合、2．4．6．の項目の表現を

変更する必要性は感じないが、患者参画型医療、

連携医療体制、という文言で表されている内容に

関しての取り組みを病院としてさらに明確にしてゆ

く必要があるだろう。特に、患者擁護という意味

においても、山口育子理事長の COML において

作成された、「新、医者にかかる十箇条」に対応

させて、患者と協同の医療を掲げ、島根県立中

央病院副院長の菊池清先生が提唱される、「医療

者の心得 10 箇条」は、極めて興味深いものであ

る（詳しくは、日本メディエーター協会ニューズレター

第 10 号にて詳述されている）。項目 5．における

「病院をより理解していただくため情報開示に努

めます」という文言は、目的と情報開示がはっき

りしないので、さらなる表現の検討が必要と思わ

れた。項目 6．の活力ある職場づくりには、当院

の現在の取り組みである、GKH（Gross Kainan 

Happiness：海南総幸福度）に大きな期待をした

い。

　次に、以下が現在の当院の患者の権利と責務

の 7 項目である。

患者の権利と責務

1．良質で安全な医療を受ける権利：患者さ

んは最新の医学的根拠に基づく良質で安

全な医療を平等に受ける権利がある。

2．医師や医療機関を選択する権利：患者さ

んは医師や医療機関を自由に選択し変更

することができ、どのような治療段階にお

いても他の医師の意見を求める権利があ

る。

3．医療行為を選択し決定する権利：患者さ

んは診断に必要な検査や治療を医師の説

明の範囲内において選択し決定する権利

がある。また、患者さんは医学研究や医

学教育に参加するかどうかを決定する権

利がある。

4．医療上の情報と説明を受ける権利：患者

さんは自分の医療上の記録を含むあらゆ

る情報を知るとともに、十分な説明を受け

る権利がある。

5．プライバシーが保護される権利：患者さん

は健康状態、症状、診断、治療及び予後

など医療上の情報をはじめ、個人の身元

を確認できる情報も保護される権利があ

る。

6．人間的な尊厳を求める権利：患者さんは

医学知識に基づき苦痛の除去を求める権

利がある。また、終末期ケアにおいて、

人間的な尊厳を保ち安らかに死を迎える

権利がある。

7．医療への参加と協力の責務：患者さんは

よりよき医療を受けるために、病院のルー

ルを守り、医療従事者との信頼関係を築

くための協力をする責務がある。

　項目別に見た場合、項目 2．に関しては、近年、

セカンドオピニオンという言葉自体が患者側にも浸

透しており、この文章のなかに（）つきで明確に

セカンドオピニオンと明示してもいいのではないか

と考える。項目 3．は、インフォームドコンセント

であるが、説明、納得、同意のプロセスから考え

ると、大部分の病院がそうであるが、記録という

ことにおいて、説明、同意に終わっており、理想

的には、納得の部分、たとえば患者側の質問事

項とそれに対する回答を簡潔に盛り込む工夫がで

きれば、尚よいのではないだろうか。項目 6．は、

ターミナルケアであるが、厚生労働省も、強くも

とめているところであり、当院としても、ターミナ

ルケアや緩和医療にもさらなる取り組みをすすめ、

いずれ緩和ケアセンターの設立をめざしたい。

　上記、基本方針や患者の権利と責務は、全職

員への周知が求められ、患者を擁護し、患者に

寄り添う医療を展開する意味でも、研修会なども
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今後の課題であろう。また、研修としては、最近、

患者の権利以外にも、倫理、個人情報保護など

をテーマとしての研修会開催が、強く求められて

いるが、同様に検討してゆく必要があると考える。

また、個人情報保護においては、本会からの指示

もあり、厚生連組織では、よく取り組みがなされ

ているものの、病院ごとの特性もあり、それぞれ

の医療現場としては現実困っている事例や判断も

あるかと思われ、「医療・介護関係事業者におけ

る個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライ

ン」に関する Q&A（事例集）が、平成 25 年 4 月

に改定されているので、他の最新情報もあわせ、

整理をかけてゆきたいものである。

　倫理については、現場での多職種での倫理的

課題のカンファレンスと記録（以前、倫理課題シー

トの作成を提言したことはあるが）、が必要である

と考える。また、中央の倫理委員会での検討に

結びつける仕組みが求められるが、実際、当院を

含め、ほとんどの病院ではシステムはあるものの、

実働という意味では完全となっておらず、現場と

一部 MSW に委ねられているのが実情であろう。

先進的試みとして、横浜労災病院が始められ、中

部地区では、名古屋第二赤十字病院が、ごく最

近モデル的に開始された、組織横断的な、倫理コ

ンサルテーションチームの活動は、是非当院でも

検討したいところである。

　当院は、教育病院としての役割を担うところで

もあり、教育研修棟の完成に期待するところは大

きいが、運用として、職員個人の能力開発と育成

プログラムを、病院全体版と各部署版にて検討を

重ね、個人の能力向上の「見える化」がはかられ

れば、なおよいことと思われる。

かで、海南病院オリジナルの医療モデルの発信を

してゆきたいものである。平成 28 年秋以降の全

体施設整備の完了とともに、地域に信頼される

基幹病院として、ますますの発展を共に、願うと

ころである。

参考文献

1）橋本廸生 総監修 病院機能評価機能種別版

評価項目解説集一般病院 2　<3rdG:Ver.1.0.>. 

東京：日本医療機能評価機構　2012.

おわりに

　日本医療機能評価機構の病院機能評価を用い

て、自己評価を試みたが、おおむね適切である

と感ずる。さらなる取り組みをすすめたい部分も

若干みられ、ある程度の提言もまじえ考察したな
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海南病院学術雑誌の投稿規定

1. 投稿原稿は総説、原著、研究報告、症例報告、短報、その他とし、ほかに、編集委員会が掲載の必
要性を認めた総説や意見などとする。

2. 論文の原稿は邦文とする。
3. 投稿論文は未発表・未掲載のものとする。他雑誌に掲載されたものを重複して投稿してはならない。
4. 投稿に際しては筆頭著者は海南病院職員でなければならない。
5. ヒトおよび動物を対象にした研究論文は、1975 年のヘルシンキ宣言（1989 年改訂 ) の方針に従い、必

要な手続きを踏まえなければならない。
6. 投稿原稿の採否および掲載順序などは編集委員会において決定し、編集委員長の名で著者に連絡する。
7. 原則として、投稿原稿は以下に定める「執筆要項」に従った原稿によるものとする。

① 原稿はワープロソフトを用い、横書き、新かな使い、常用漢字で記載する。句読点は全角 (、。)
を用いる。投稿原稿の枚数は図表 ( 図表は一つ400 字に換算する)などを含め5000 字以内とする。

② 外国語の人名、地名、学名は原綴を用い、一般化したものはカタカナでもよい。 省略形を用いる
場合は、専門外の読者に理解できるように留意する。論文の表題や概要の中では省略形は使わ
ない。標準的な測定単位以外は、本文中に初めて省略形を用いる時、省略形の前にそれが表す
用語の元の形を必ず記す。

③ 和文抄録（400 字以内 ) を作成する。また、氏名、所属、連絡先を英文でも記載する。論文は、
原則として、目的、対象と方法、結果、考察および結論として見出しをつけて記載すること。

④ 原稿の１頁目には、表題、著者名、所属部署名、連絡先、表および図の数などを記載すること。
⑤ 図表は必要最小限にとどめること。図は白黒とする。カラー写真などはカラーと白黒の両方を用

意する。図表は不都合なときには、使用ソフトなどについて編集委員会がその都度指示する。図
説明文は別頁とする。

⑥ 本雑誌の単位符号は原則として SI 単位を用いる。（JISZ8203 参照 )
   例：１) 長さ、面積、体積  km、 m、 cm、 mm、 μ m、 nm Å
⑦ 引用文献は引用順とし、末尾文献表の番号を片括弧数字で記す。文献は本文中では引用した順に、

1)、2)、3) …と番号を付ける。

雑誌の場合、全著者名 . 表題 . 雑誌名 . 年号 ; 巻数 : 頁－頁、の順に記す。
1） 田島静 , 千々和勝己．初夏に某小学校で発生した小型球形ウイルス（SRSV) による集団食中毒事例． 

日本公衆衛生雑誌 2003;50:225-233.
2）Adamson J, Hunt K, Ebrahim S. Socioeconomic position, occupational exposures, and gender: 

the relation with locomotor disability in early old age. J Epidemiol Community Health 
2003:57:453-455.

単行本の場合、編・著者名．書籍名．所在地 : 発行所、 発行年 : 頁、の順に記す。 引用頁は全般的な引
用の場合には省略することができる。
3） 川上剛 , 藤本瞭一 , 矢野友三郎 . ISO 労働安全・衛生マネジメント規格．東京 : 日刊工業新聞社、 

1998.
4） Detels R, McEwen J, Beaglehole R, Tanaka H. Oxford Textbook of Public Health.  The Scope of 

Public Health. Fourth Edition. Oxford:Oxford University Press, 2002.
5） 川村治子. リスクマネージメント. 高野健人他編 . 社会医学事典 . 東京 : 朝倉書店、 2002:98-99.
インターネットのホームページは参照文献として認めない。

8. 投稿原稿は院内 mail 添付ファイルにて編集事務局に送付する。その際には、他雑誌に未発表・未投
稿である旨を宣言した書面を沿えて、下記宛に送る。表題の頁の左肩に、研究論文の種類（総説、原著、
研究報告、症例報告、短報、その他の別）を記入する。

9. 投稿先
　 海南病院学術雑誌編集事務局　教育研修課

医療の質の向上と、学術的情報の共有のため、海南病院学術雑誌を定める
その投稿は以下の規定による。
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【 編 集 後 記 】
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　昨年から今年にかけての冬は例年になく、厳しい冬で、北海道では猛吹雪か続き、当院で

も多数のインフルエンザの患者さんを受け入れました。職員の感染も散発的に見られ、一時期

診療に影響が出ていました。そんな中で医療事情はかなり厳しく、当院も各部門でいろいろな

工夫をしてしのいでいるのが実情です。

　今回、当院で始めて事業年報とは別に学術雑誌を発刊することになりました。編集委員の

方々、また投稿していただいた職員の皆様には厚くお礼申し上げます。

　この学術誌のコンセプトは当院職員の業績を記録として残し、その内容を院内外に広く理解

して頂くことを目指しています。

　今回は初回の発刊で、編集スタッフは未経験の者ばかり、まったく手探りの状態からスター

トしました。執筆者は多職種に渡っており、その実情を把握することから始まりました。執筆

者にとっては当たり前の事柄が、他の職種の者にとっては理解が容易ではなく、状況の説明が

必要なことが多々あります。それを執筆者に理解していただき、加筆しいただき、他の職種の方々

にも理解しやすいように我々が編集しました。

　今回院内各部署より原稿をお寄せいただきました。職種は多岐に渡っています。院内各部

署には、本来なら既存の雑誌に投稿できる内容のものが院内に多々あると感じております。各

自の創造性は豊かでもその表現の方法が十分でないために発表をためらっている場面が少な

からずあると思います。当院の職員たちがこの学術誌でその方法を学び、発表の場が広がって

いくことを願っています。

　なお、本誌は当院ホームページにも掲載します。カラー図表などを詳細にご覧になりたい方

はこちらをご参照下さい。

海南病院学術雑誌編集委員会　委員長　矢口豊久

http://www.kainan.jaaikosei.or.jp
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